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教員としての子ども観と教育観に関する省察 
                              宮崎国際大学教育学部 








































































































































































































































































１ 日本国憲法第 26条「教育を受ける権利」における子ども観と教育観 
 1945 年 8 月、太平洋戦争は日本の無条件降伏によって終結した。翌年の 11 月 3 日、日
本国憲法が公布、翌年 5 月 3 日に施行され、ここに日本は、新しい国家建設の道を歩み始
めた。 
 橋口泰宜 








25 条の生存権、第 26 条の教育を受ける権利、第 27 条の勤労の権利、第 28 条の勤労者の















































 1976（昭和 51）年 5 月 21 日、最高裁判所大法廷は、北海道学力テスト上告事件に対す
る判決の中で、日本国憲法における教育を受ける権利の前提として子どもの学習する権利
の存在を指摘した。同判決は、次のように判示している。 

















  教育を受ける権利の前提としての学習する権利の認識は、1985年の第 4回ユネスコ国
 橋口泰宜 













































































































































































































（1） 免許状更新講習規則第四条（講習の内容）。なお、教員免許更新制は、平成 19 年 6




第二次）」、1997（平 9）年及び 1998（平 10）年。 
（4） 改正教育基本法第六条（学校教育）。 
（5） 学校教育法第三十条第二項。 
（6） 学習指導要領第一章 総則 第一 教育課程編成の一般方針 平成 20年 3月告示。 
（7） 次期学習指導要領 平成 29年 3月告示。 
（8） Oxford English Dictionary、schoolの項。 
（9） 例えば、プログレッシブ英和中辞典第 4版（小学館）、schoolの項。 






（13） 藤井、前掲書、pp.60—65. 今井、前掲書、pp.39—43. 
（14） 今井、前掲書、pp.85—104. 藤井、前掲書、pp.46—50. 
（15） 同上。 
（16） 藤井、前掲書、p.66. 
（17） 今井、前掲書、pp.123—142. 藤井、前掲書、pp.61—70． 
（18） 今井、前掲書、pp.164—172．藤井、前掲書、pp.80—91． 


























（30） 日本国憲法第 26 条。第 25 条（生存権）「すべて国民は、健康で文化的な最低限度
の生活を営むを有する。」 






（34） 学力テスト旭川事件最高裁判決（昭和 51 年 5月 21 日）（『解説教育六法 2016平成
28年度版』（三省堂））所収、pp.1186—7． 
（35） 第四回ユネスコ国際成人教育会議『学習権宣言』１９８５年３月２９日（『解説教育
六法 2016平成 28年度版』（三省堂）所収、pp.150—1． 
（36） 臨時教育審議会答申第 4次答申（最終答申）、昭和 62年 8月 7日。日本生涯学習学
会編『生涯学習事典・増補版』東京書籍、1992年。 
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（39） 中教審答申『21世紀を展望した我が国の教育の在り方について（第一次）、（第二次）』   
平成 8年 7月 19日、同 9年 6月 26日。 
（40） 教育課程審議会答申「幼稚園、小学校、中学校、高等学校、盲学校、聾学校及び養
護学校の教育課程の改善について（答申）」平成 10年 7月 29日。 
（41） 改正教育基本法第六条（学校教育） 
（42） 学校教育法第三十条第二項（小学校教育の目標） 
（43） 文部科学省告示「小学校・中学校学習指導要領」（平成 20年 3月 28日） 
（44） 同上。 














年、pp.142-166。田中耕治「「学力」という問い」『教育学研究』第 70 巻第 4 号、
2003年、pp.3-13. 
 
 
 
